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AWG-LCA 3およびAWG-KP 6ハイライト 

2008年8月21日木曜日 

 

条約における長期的協力行動に関するアドホック・ワーキンググループの第3回会合（AWG-LCA 3）

および国連気候変動枠組条約の京都議定書における附属書Ⅰ締約国の更なる約束に関するアドホック・ワー

キンググループ第6回会合第1部（AWG-KP 6, Part I）がガーナのアクラで開催され、木曜日午前中は歓迎式典

とAWG-KPの開会プレナリー、午後には、AWG-LCAの開会プレナリー、協力的なセクター別アプローチに

関する会合期間中ワークショップ、土地利用・土地利用変化・森林(LULUCF)に関するコンタクトグループ会

合が開かれた。 

歓迎式典 

ガーナの地方自治体・農村開発・環境担当大臣のKwadwo Adjei-Darkoは、アクラ会議出席者を歓迎、

本会合はコペンハーゲンに通じる道筋の重要な通過点であり、現在の気候変動対応努力がいかに真摯なもの

であるかを実証する機会でもあると述べた。デンマークの気候･エネルギー大臣のConnie Hedegaardは、交渉

の進展と2050年までに排出量を半減するとの野心的な目標に加えて、排出削減の中期目標も設定するよう求

めた。さらに同大臣は、柔軟性メカニズムと森林問題において具体的な成果を挙げ、バリのビルディング・

ブロックの詳細をさらにつめるよう求めた。COP 13議長でインドネシア環境担当国務大臣のRachmat Witoelar

は、共通だが差異ある責任の原則に基づいた全ての国の約束と行動を強調、2009年12月のCOP 15までに野心

的かつ効果的な合意を推進するべく交渉を進めるよう求めた。 

UNFCCC事務局長のYvo de Boerは、アフリカが気候変動の影響を最も受けやすい大陸の一つであることに

注目、将来の気候変動体制では、アフリカ諸国の適応のニーズに対応するとともに、これら諸国のクリーン

な開発達成を支援するべきであると指摘した。同事務局長は、途上国の気候変動交渉参加を促進するための

資金供与を受けたことを明らかにした。ガーナ大統領のJohn Agyekum Kufuorは、COP 13以降の進展を歓迎、
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適応基金の運用開始に注目した。同大統領は、途上国が気候に対応可能な開発を約束する一方、先進国は資

金援助および技術支援でこれを推進する合意の必要性を強調した。 

AWG-KP 

AWG-KP議長のHarald Dovland (ノルウェー)は、AWG-KP 6の開会を宣言、2009年の作業計画に関する非公

式協議を今週一杯行う予定であると述べた。締約国は、議題書(FCCC/KP/AWG/2008/4)を採択した。 

開会ステートメント：アンティグア・バーブーダはG-77/中国の立場で発言、附属書I諸国のさらなる数量

約束に関する問題に絞って議論することの重要性を強調した。アルジェリアはアフリカン･グループの立場で

発言、附属書I諸国に対し、野心的な目標の採用を求めた。同代表は、CDMプロジェクトが公平に分布するよ

うな規則および方法論の改善を提案、LULUCF問題の優先度の高さを指摘、国際輸送による排出量を含めた

場合の影響を明らかにすることを求めた。フランスはEUを代表して発言、附属書I諸国は、削減約束の先頭に

たつべきであるとし、流動性のある世界市場、明確な価格シグナル、費用効果の高い排出削減方法を求めた。

グレナダは小島嶼国連合(AOSIS)の立場で発言、AWG-KPにおいて適応資金の収益の一部(share of proceeds)に

関する議論を行う必要性を強調、柔軟性メカニズムおよびLULUCF.の管理規則ではいくつかの変更が必要で

あると主張した。 

排出削減目標達成方法の分析：AWG-KP議長のDovlandは文書(FCCC/TP/2008/2 and Corr.1; 

FCCC/KP/AWG/2008/3; and FCCC/KP/AWG/2008/INF.2)を提出した。Christiana Figueres (コスタリカ)とNuno 

Lacasta (ポルトガル)が議長を務める排出量取引とプロジェクトベースのメカニズムに関するコンタクトグル

ープ；Bryan Smith (ニュージーランド)とMarcelo Rocha (ブラジル)が議長を務めるLULUCFに関するコンタク

トグループ；AWG-KP議長Harald Dovlandが議長を務め、温室効果ガス、部門、排出源の分類やセクター別排

出量を対象としたアプローチの可能性、関連する方法論問題などを検討する「その他の問題」に関するコン

タクトグループという3つのコンタクトグループが設立された。 

LULUCF：Marcelo RochaとBryan SmithがLULUCFに関するコンタクトグループの共同議長を務めた。共同

議長のRochaは、アクラでのLULUCFの議論を、検討オプションのリストの議論に集中させるよう提案した。 

カナダのWerner Kurzは、森林管理に関する現在の算定方法論に懸念を表明し、自然による森林の乱れや、

樹齢構成の影響、間接的な人間の影響といった要素を算定外とする「前向きなベースラインアプローチ」を

提案した。このグループの議論では、次の約束期間での手法の利用、国情を踏まえた手法の適用、ベースラ

イン策定に特有の課題に焦点が当てられた。日本のSatoshi Akahoriは、日本における持続可能な森林管理を紹

介、LULUCFの規則が特定の種類や樹齢構成の森林に恩恵を与えるあるいは不利にさせるものであってはな

らないと主張した。 

2 



                                                              
 

財団法人 地球産業文化研究所       Earth Negotiations Bulletin                                                                 
AWG-LCA3,AWG-KP6                                                             http://www.gispri.or.jp 
http://www.iisd.ca/climate/ccwg2/                                  Tel:+81-3-3663-2500  Fax:+81-3-3663-2301 
 

ニュージーランドのHayden Montgomeryは、自国の事情から、樹齢構成の影響の重要性を強調、3.4条の活

動は自主的なものにとどめるべきだと述べた。同代表は、正味―正味算定よりもグロスー正味算定を希望す

ると表明、土地利用の柔軟性を強調し、HWP排出量の算定を伐採時を超えて拡大するべく、伐採木材製品

(HWP)に関する「大気中への放出」手法を提案した。 

AWG-LCA 

AWG-LCA議長のLuiz Machado (ブラジル)は、会合の開会を宣言、締約国が具体的なアイデアや提案に注目

し、共通の見解を明らかにする必要があることを強調した。議長のMachadoは、AWG-LCA 2で表明された見

解をまとめた文書 (FCCC/AWGLCA/2008/11)、および第3回会合に関するシナリオ･ノート

(FCCC/AWGLCA/2008/10)を提出した。締約国は議題書(FCCC/AWGLCA/2008/9)を採択した。 

2009年作業計画の検討：議長のMachadoとAWG-LCA副議長のMichael Zammit Cutajar (マルタ)は、2009年作

業計画に関する合意をまとめるとの観点から非公式協議を開催する。 

長期的協力行動：事務局は、それぞれバリ行動計画の1項に示された要素、そして2008年に予定される条約

関連ワークショップに関するアイデアおよび提案に関する各締約国の提出文書を記載する文書

(FCCC/AWGLCA/2008/MISC.2 and FCCC/AWGLCA/2008/MISC.4)を提出した。議長のMachadoは、適応行動の

強化、緩和行動の強化、そして適応および緩和のための技術および資金面の協力を強化するための組織構成

を検討するため、3つのコンタクトグループを設立するよう提案した。しかし同議長は、これら３つのコンタ

クトグループ設立に関する協議がまだ進行中であり、この議題は8月23日のAWG-LCAプレナリーで再度検討

することになると指摘した。 

セクター別アプローチおよびセクター別行動に関するワークショップ：議長のMachadoは、本議題に関す

るこれまでの議論を文書(FCCC/AWGLCA/2008/6 and 11)にまとめたと出席者に報告、この問題に関しプレゼ

ンテーションを行うよう締約国に提案した。フィリピンはG-77/中国の立場で発言、セクター別アプローチが

先進国の法的拘束力のある約束に代わるものとなってはならず、国境を越えたセクター別合意は途上国にと

り受け入れられるものではないことを強調した。EUは、技術および政策協力という意味でのセクター別アプ

ローチと、排出量取引などの炭素市場をセクター別に用いる手法とを区別した。インドは、セクター別アプ

ローチという概念に懸念を表明した。日本は、セクター別アプローチには、セクター別排出量の分析や、各

部門の温室効果ガス削減ポテンシャルおよび先進国の削減目標決定の集約、そして途上国における計測可能、

報告可能、検証可能(MRV)な行動を推進するための最善技術の普及が含まれると述べた。 

セクター別アプローチの利用に関し、バングラデシュは後発発展途上国 (LDCs) の立場で発言、特定部門

での削減に対する障壁や排出削減ポテンシャルを明確にするためのツールや技術の開発など、多様なオプシ
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ョンについて論じた。同代表は、セクター別アプローチには、セクター別の効率化技術や最善の実施方法の

LDCsへの優先的な移転が含まれるべきだと述べた。中国は、各国のセクター構成を分析し、優先部門での戦

略およびガイダンスを策定、環境上適正な技術に対する主要なニーズを明らかにし、それを可能にする政策

手法を確立するといった各ステップを提案した。 

インドネシアは、協力的なセクター別アプローチおよびメカニズムの更なる明確化、その世界市場への導

入、そしてこれと共通だが差異ある責任の原則やMRVの概念とをどう組み合わせかれるかに議論を集中させ

るよう提案した。韓国は、非附属書I諸国によるセクター別アプローチ参加に向けたインセンティブを明らか

にする必要があると指摘、各部門の炭素原単位をベースラインとするよう提案した。 

その後の議論の中で、議長のMachadoは、非附属書I諸国で行われる排出量オフセット活動と、附属書I締約

国が行う削減行動に追加的な削減行動で世界の排出量全体を削減させるものとの違いに注目した。ウガンダ

は、セクター別アプローチの範囲を確定し、対象となるべき部門を特定する必要があると指摘した。他の出

席者は、資金問題や、セクター別アプローチの付加価値、セクター別アプローチがMRVにどう貢献できるか、

セクター別アプローが各国の排出削減オプションを制限するかどうかを議論した。 

廊下にて 

アクラの気候変動会合が進行するにつれ、ロジスチックな問題に言及する出席者も出てきており、

コンファレンスセンターへ来るのに費やす時間についてお互いに同情し合っていた、なかには1時間近くかか

るものもいた。このような問題はあるが、出席者は総じてガーナでの滞在を喜んでいるようであり、開会式

典では音楽やダンスの実演を楽しみ、昼食のバイキングでは特産の料理を味わっていた。 

会議室の外では、LULUCFコンタクトグループについて、2001年のマラケシュでも同じ問題を議論

しており「いつもの繰り返し」と評する出席者もいた。その一方、豊かな森林を持つ国の出席者は、金曜日

のREDDに関する議論が白熱化しそうだと気を引き締めていた。 

セクター別アプローチに関するワークショップを終えて晩餐会に向かう出席者の多くが、このワー

クショップのフォーマットに満足の意を表していたが、この問題の交渉は政治的に難しいものになる見通し

から、水平線上には雲がかかっていると警告するものもいた。ある出席者は「セクター別アプローチとは何

かという議論がまだ続いている」とし、「このアプローチは違う人には違うものを意味するようだ」と述べた。 

 

GISPRI仮訳 
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